３　消費者トラブル
（１）さまざまな悪質商法等
	名　　称
	主な商品・サービス
	主な勧誘の手口・特徴と問題点

	キャッチセールス
	化粧品，美顔器，エステティックサービス，絵画，タレントスクール
	駅や繁華街の路上でアンケート調査などと称して呼び止めて，喫茶店や営業所に連れて行き，不安をあおるなどして商品やサービスを契約させる。

	アポイントメントセールス
	アクセサリー，会員権，パソコンソフト
	「賞品が当たった」「特別モニターに選ばれた」などと，販売目的を明らかにせず，電話やダイレクトメールで喫茶店や事務所へ呼び出し，契約しないと帰れない状況にするなどして商品やサービスを契約させる。

	マルチ商法
	健康食品，化粧品，ファンド型投資商品，飲料
	販売組織の加入者が新規加入者を誘い，その加入者がさらに別の加入者を誘引することで組織を拡大して行う商品・サービスの取引。新規入会金や商品購入代金等を負担することで利益が得られると勧誘する。ＳＮＳを利用して行う勧誘もある。ネットワークビジネスなどとも言う。

	出会い系サイト
	
	　ＳＮＳなどで近づいて言葉巧みに誘導し，出会い系サイトに登録させ，登録料やメール交換に必要なポイント代などを請求する。出会い系サイトの中でサクラなどを使って頻繁にメールのやりとりをさせ，高額な利用料金を支払わせるケースもある。

	ワンクリック請求
	アダルト情報サイト
	インターネットのアダルトサイトなどで，利用料金や利用規約を明確にせず，消費者がクリックすると「登録完了」「料金○万円」などと表示し，高額な料金を請求する。

	無料商法
	アダルト情報サイト，デジタルコンテンツ，出会い系サイト，健康機器
	「無料サービス」「無料体験」「無料で閲覧」など「無料」であることを強調して勧誘し，最終的に商品やサービスを契約させたり，利用料を請求したりする。

	不当・架空請求
	
	　メールや電話，はがきで覚えがない利用料を請求する。「職場や自宅に請求に行く」「裁判，強制執行する」など脅迫めいた文章が並んでいることが多い。

	開運商法
	祈祷サービス，アクセサリー，印鑑，数珠
	「運が開ける」「幸福になる」といったセールストークや，「購入しないと不幸になる」などの不安をあおる言葉で勧誘し，商品やサービス（占い，祈祷など）を契約させる。

	二次被害
	株，ファンド型投資商品，土地，会員サービス，資格教材
	以前契約をした商品やサービスについて「損を取り戻してあげる」などと電話等で勧誘し，これまでにあった被害の救済を装って金銭を支払わせる。

	次々販売
	ふとん類，投資商品
	消費者が一度契約すると，その後次々と必要のない商品やサービスを販売して過剰な量の契約をさせる。複数の業者が入れ替わり次々に販売するケースもある。

	名　　称
	主な商品・サービス
	主な勧誘の手口・特徴と問題点

	利殖商法
	ファンド型投資商品，公社債・株，社債分譲マンション
	電話や自宅への訪問によって「値上がり確実」「必ずもうかる」「損はさせない」などと利殖になることを強調し，投資や出資を勧誘する。複数の人物が登場し，あの手この手で勧誘する劇場型勧誘が多いのも特徴。

	サイドビジネス商法・内職商法
	健康食品，ホームページ作成，化粧品
	「在宅の簡単な仕事で高収入が得られる」「資格・技術を身に着けて在宅ワーク」などと勧誘し，高額な教材などを売りつける商法。収入はほとんど得られないうえ，支払だけが残る。

	催眠商法
	ふとん類，電気治療器，健康食品
	「景品をプレゼントします」「健康に良い話をする」と言って人を集め，閉め切った会場で日用品などを次々と無料で配る等，雰囲気を盛り上げて興奮状態にして，最終的に高額な商品を売りつける。

	ネガティブオプション（送りつけ商法）
	カニ，健康食品,書籍，印刷物，DVD
	注文をしていないにもかかわらず，商品を一方的に送りつけ，受け取った消費者に，購入しなければならないものと勘違いをさせて支払わせることを狙った商法。代金引換郵便を悪用したものもある。

	買え買え詐欺（劇場型勧誘）
	ファンド型投資商品，公社債・株，アクセサリー
	複数の事業者名で役割を演じ分けて電話で消費者に近づき，様々な口実で金融商品等を買うように仕向け，消費者がお金を支払うといっせいに行方をくらます手口。大手企業と紛らわしい社名や公的機関をかたる場合もある。

	ネット通販詐欺
	服飾雑貨一般，海外ブランド品
	インターネット通信販売で商品を購入する申込をし代金を支払ったのに，商品が届かなかったり，注文したものと異なる商品が届き，連絡も取れなくなる。ブランド品を注文したところ，明らかなニセモノが届き，事業者が返品に応じないという相談も多い。


出典：「くらしの豆知識’16」（独立行政法人国民生活センター発行）（一部追加・変更しています。）


（２）若者に多い消費者トラブル事例
◆キャッチセールス
　休日に一人で街を歩いていたら，｢アンケートに答えてください｣と呼び止められた。アンケートに答えると，｢お肌チェックをサービスします｣と誘われ，お店に案内された。すると｢シミができていて大変！｣などと言われ，不安になって高額な化粧品セットを契約してしまった。



　街を歩いていたら，絵ハガキを配っていたので受け取ると，｢絵を見ていきませんか？｣と近くの店に誘われた。｢どの絵が一番好きですか？｣と聞かれたので適当に答えたところ，その絵を買うようしつこく勧められ，仕方なく契約してしまった。





　【アドバイス】
キャッチセールスの被害者の多くは10歳代後半～20歳代の若者で，契約した商品・サービスは，化粧品，エステティックサービス，アクセサリー，美顔器，絵画などです。
キャッチセールスは，訪問販売に当たるとして特定商取引に関する法律の適用を受けるので，契約書面を交付された日から8日以内であれば，クーリング・オフできます。

　【トラブル回避のポイント】
　　・簡単について行かない
　　　「無料」「プレゼント」といった魅力的な言葉に惑わされず，安易について行かないようにしましょう。
・強引な勧誘はきっぱり断る
　　　　密室で長時間勧誘したり，数人で取り囲んで，契約するまで帰れない雰囲気を作るのが悪質業者の手口です。セールスだと分かったら，毅然とした態度できっぱりと断りましょう。
・安易に連絡先を教えない
　アンケートに記入した住所や電話番号は，その後のダイレクトメールや電話でのしつこい勧誘に繋がります。また悪質な名簿業者に売られる危険もあります。安易に教えないようにしましょう。
・「今だけ」「今なら」の甘い言葉につられない
　　　「今なら特別価格」「今日までこの値段」「あなただけ特別」といった言葉は，今すぐ契約させたいセールストークにすぎません。惑わされないようにしましょう。

　◆アポイントメントセールス
　突然｢抽選に当選しましたので賞品を取りに来てください｣と電話がかかってきた。言われた事務所に行ってみると，｢ところで，電化製品や国内旅行が格安になる会員サービスに加入しませんか？｣と言われ，長時間の勧誘に根負けして契約してしまった。




　知らない男性から｢アンケートに答えてもらえませんか？｣と電話がかかった。話しているうちに親しくなり，会うことに。待ち合わせたカフェで雑談した後，｢僕がデザインした宝石の展示会をしているので見てほしい｣と誘われ展示会場に行った。100万円もするダイヤの指輪を勧められ，｢高額で払えない｣と断ったが，強引に説得され断りきれずに契約してしまった。




【アドバイス】
　　アポイントメントセールスのうち，異性から電話がかかり，異性間の恋愛感情を利用して契約させるものをデート商法といいます。｢景品が当たった｣｢会って話したい｣などの呼び出しに応じると，何時間も数人の販売員に勧誘され，契約せざるを得なくなることもあります。
　　アポイントメントセールスは特定商取引に関する法律の適用を受けるので，契約書面を交付された日から8日以内であればクーリング・オフできます。

【トラブル回避のポイント】
　　・知らない異性，相手からの連絡は要注意
　　　アポイントメントセールスでは甘い言葉が並べられます。また，デート商法では恋愛感情につけ込み，契約させます。見知らぬ相手からの電話には気を許さず，不審な電話やメールは相手にしないことが大切です。
　　・安易に会いに行ったり，足を運んだりしない
　　　「話を聞くだけでも・・・」と言われ，会いに行ったら最後。契約するまで帰してもらえない状況に陥ることもあります。よく知らない人と会う前に周りに相談するなどじっくり考えましょう。

◆通信販売
　雑誌の通販でワンピースを申し込んだ。写真で見るととてもきれいな色だったので着るのを楽しみにしていたが，届いたワンピースを見ると，なんとなく色がくすんでいるような気がして，思っていたのとイメージが違う。雑誌に書かれていた規約には「お客様都合での返品は受け付けません」と書かれていたが，返品はできないのだろうか。





【アドバイス】
　　テレビや雑誌広告，カタログ，チラシなどで商品を見て注文・購入する通信販売は，実物を見ることができないため，トラブルが起こりやすいもの。返品など，購入にあたっての条件をきちんとチェックしておくことが必要です。通信販売は，訪問販売等のような｢不意打ち性｣がないため，広告に｢返品不可｣と記載されていれば，消費者側の都合で一方的に返品することはできません。

【トラブル回避のポイント】
・商品の広告等は取っておく
　通信販売は「広告と違う！」というトラブルが多くあります。広告や注文の控え等は商品を使用するまで保管しておきましょう。
・広告の業者をチェックする
通信販売業者は，特定商取引に関する法律により，1.商品代金，送料及びそれ以外の必要経費，2.代金の支払い時期，支払い方法と商品の引き渡し時期，3.返品・交換について，4.販売業者名，5.住所，連絡先（電話番号等），6.不良品の取り扱いについて，7.その他特別な販売条件があるときはその条件を表示することが義務付けられています。一部，「請求により上記事項を記載した書面を交付する，又は電子メールで提供する」場合は省略することができますが，これらがきちんと表示されていない業者は避けた方が無難です。また，住所が記載されていても，架空である場合がありますので注意が必要です。

　　・取引条件をしっかり読む（クーリング・オフの対象外！）
　　　通信販売はクーリング・オフの対象外です。返品の可否や期間，支払い方法など取引条件をよく読み，返品不可の商品や代金先払いなどトラブルになりやすい商品はできるだけ避けましょう。（返品特約の有無などの表示がなく，返品出来るか出来ないかの明瞭な表示がない場合は商品が届いてから8日以内なら送料を負担すれば返品できます。）
信頼できる販売会社を選びましょう。
広告の中にＪＡＤＭＡ(ジャドマ)マークがあれば，その業者が
（公社）日本通信販売協会の正会員である目印になります。
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◆インターネットショッピング・ネットオークション
　大手のショッピングサイトで欲しいブランドの財布が売り切れていたので，ネット検索し，欲しいものがヒットしたサイトで注文した。翌日注文承諾メールが来て，振込先として個人名義の口座を指定された。サイトには「振り込みを確認してからすぐに商品を送る」とあったが，支払い後すでに2週間経っているのに届かない。何度かメールを送ったが返事もない。





人気アイドルグループのコンサートチケットを落札し，代金を振り込んだのにチケットが届かない。メールや電話で催促すると「チケットの準備ができ次第発送します」などと言うが，その後もチケットはいっこうに届かない。このままではコンサートの日までにチケットを入手できそうにない。相手のオークションの評価欄を見たところ，他にも大勢の人と同じようなトラブルになっているようだ。






【アドバイス】
24時間注文できる便利なインターネットショッピングや欲しいと思っていた商品を安く，またレアな商品をゲットできるネットオークションは楽しく，利用者は増えています。しかし，代金を先に払って後で商品が届くシステムが多いことから，商品が届かない，違うものが送られてきた，返品や返金，交換に応じない，相手と連絡が取れなくなってしまったなどのトラブルが多発しています。また，ネットオークションに出品した場合，落札者にきちんと商品を送ったにもかかわらず，商品が届いていない，壊れていると言いがかりをつけられ，代金が振り込まれないといったトラブルに巻き込まれることがあります。

　【トラブル回避のポイント】
・広告内容を確認する
インターネット上のショップにも「特定商取引に関する法律」に基づく表示が義務付けられています。守られていない場合は避けた方が無難です。広告内容や注文時のやり取りのメールなどの控えも保管しておきましょう。


・ショップや出品者，サイトの評判を調べる
ネットショップの場合，ショップの名前で検索し，評判をチェックしてみましょう。ネットオークションの場合は出品者の評価を読んだり，オークションサイトそのものの評判もチェックしておきましょう。利用者規約や料金についての説明が，誤解を招きやすい表現の場合もありますからよく読みましょう。
　　・個人出品者は・・・
ショップは連絡先の表示等，法律で規制されていますが，個人出品者には規制がありません。携帯電話やフリーのメールアドレスしか分からない相手との取引は，トラブルになっても相手を特定できないこともありますから，避けた方が無難です。
高額な商品は，エスクローサービスを利用している業者や相手方を選びましょう。
※エスクローサービスとは
売り手と買い手の間に入って，買い手から購入代金を預かり，売り手が買い手に商品を配送したことを確認後に代金を売り手に送金する精算代行サービス。　手数料や手順などの細かい点は，サービスを提供する企業や売買契約の内容等によって異なります。　






クレジットナンバーや自分の個人情報など重要なデータを送信する場合は，通信データを途中で盗み見られる可能性があるので，そのホームページが暗号化システムを採用しているかどうかを確認しましょう。
　採用しているかどうかは，個人情報を入力する画面に鍵のアイコンが閉じた形で表示されているかどうかで分かります。
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◆フリマアプリのトラブル
娘がスマートフォンで「フリマアプリ」をダウンロードし，1か月で500点以上，合計約300万円の商品を購入していた。夫と私のクレジットカードを財布から抜き出し，カード番号等を入力して支払っていた。




【アドバイス】
「フリマアプリ」は，オンライン上で実際のフリーマーケットのように出品，購入ができるアプリケーションです。多くのフリマアプリでは，代金のやり取りは運営会社を通して行われ，商品が買い手に到着した後に運営会社から出品者に代金が支払われるシステムになっています。しかし，簡単に商品を購入できることから，想像以上に高額な買い物になってしまうケースがあります。

【トラブル回避のポイント】
・利用規約をしっかり確認してから利用する
トラブルが発生しても，運営会社の規約に規定がなければ，解決は個人間の話し合いに委ねられ，解決が難しい場合もあります。フリマアプリをダウンロードする際は，規約を理解したうえで慎重に利用しましょう。
　◆ＳＮＳ広告での定期購入トラブル
　ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の広告を見て，初回限定500円，送料無料の化粧水モニターコースをクレジット決済で申し込んだ。一度使ってみたが肌に合わず，今後は申し込まないつもりでいたのに，今日また化粧水が送られてきた。
業者のホームページを確認すると，申し込んだときには気づかなかったが，最低３回以上の継続購入が条件となっていた。一方，「30日間返金保証についての基本要項」では，肌に合わなかった場合は全額返金すると書いてある。解約したいが，できるだろうか。








　【アドバイス】
特に最近では，ＳＮＳ上に表示される広告がきっかけとなったトラブルも増加しています。ＳＮＳなどの広告を見て，通常より大幅に安い価格にひかれ，「1回だけ」のつもりで化粧品やサプリメントを購入したところ，実際は複数回買わなければならない定期購入が条件だったという相談が寄せられています。

【トラブル回避のポイント】
　・契約条件をしっかり確認する
ＳＮＳ上の広告だけでなく，リンク先の通販サイトの表示や利用規約もよく確認しましょう。
申込の際は，定期購入になっていないかなど，契約内容をしっかり確認しましょう。スマートフォンでは，画面をスクロールした最後の方に，小さい文字で条件等が書かれている場合があるので，注意が必要です。
・ＳＮＳ上で知り合った人のプロフィール情報や書き込み内容等を，鵜呑みにしない
ＳＮＳ上で知り合った人の勧誘によるトラブルも多くあります。ＳＮＳを利用する際は，登録・掲載する個人情報がどのように広告等へ利用されるのかなど，利用規約等を確認しておくことも大切です。

　◆連鎖販売取引（マルチ商法）
　大学の友人に「人脈が広がる組織がある」と誘われて会った組織の人に「加入して仲間を増やせば将来につながる」と言われ，興味を持ったが，加入するには50万円の資産運用ソフトを購入する必要があった。「支払えない」と断ったが，「消費者金融で借りればよい」と教えられ，借金して支払った。ソフト購入者を紹介すればマージンが入るが，知人から怪しい組織ではないかと指摘された。高額でもあるので解約したい。






【アドバイス】
　　連鎖販売取引，いわゆるマルチ商法は，特商法で20日間のクーリング・オフ期間が設けられています。特商法では，ほかにも氏名，目的，商品の種類等の明示や不実告知，威迫困惑等の禁止，書面の交付義務など，厳しい規制を設けています。マルチ商法に勧誘されるのは，20歳代の若者や主婦など商取引に不慣れな人が多く，また，入会の際に高額な商品を購入する等の金銭的な負担が必要となること，また，人を紹介することによりマージン等の収入がある仕組みになっていることが特徴です。

【トラブル回避のポイント】
・一部の成功例を挙げた勧誘を信用しない
　　　勧誘する際，特異な成功例を挙げ，誰でも簡単に高収入が得られるかのような説明がなされます　が，実際には説明どおりの収入を得ることは稀です。このため，思うように勧誘できず，販売実績を上げるためにさらに自分で商品を買い込むなど，大きな経済的な損失を負います。 
　　・親しい人からの勧めでも，もうけ話を安易に信用しない
友人などからの話であっても，契約の内容に少しでも不明な点があったらすぐに契約しないことです。何が不明かも分からない場合は，周りの信頼できる人に相談するなどして，どのような内容なのかを慎重に考えましょう。契約の内容を理解しないまま友人を信用して販売組織の会員になり，他の友人を誘ってしまうと，誘った人との間でトラブルになることも多く，気がついたら友人関係が崩壊し，加害者になってしまう場合もあります。
・多額の借金をしてまでもうけ話に乗らない
経済的余裕がないのに多額の借金をすること自体，大きなリスクです。そこまでして契約したとしても，借金を上回る利益が得られる保証はなく，多重債務や自己破産にも繋がりかねません。

◆内職商法（アフィリエイト）
　在宅ワークのサイトに資料請求したところ，業者から電話があり，アフィリエイトの仕事を勧められた。サイトを作り，商品の広告を掲載し，商品が売れれば紹介料が入ると説明された。サイトを作るのにお金がかかると言われ迷ったが，「収支がマイナスになることはない」と言われ，40 万円を支払った。サイト完成後，サポートセンターからの指示を受けながら広告を掲載したが，商品は売れず，全く収入にならないので解約したい。







　インターネットで資料請求した業者に問合せをすると，「当社が作成したサイトで商品を販売すれば，必ず高収入が得られる。当社がサポートをする」と説明されたので安心し，サイト作成費用など約90万円を分割で支払った。しかし，ショップを始めて半年以上経つが，利益は1万円にもならない。効果的な集客作業をするよう依頼しても，別途料金が発生するというばかりで，サポートも不十分だった。契約前の説明と異なるので解約したい。






【アドバイス】
内職商法のうち，特商法の業務提供誘引販売取引にあたる場合は，クーリング・オフ制度の対象となりますので，法律に定められた事項を記載した書面を受け取ってから20日間はクーリング・オフできます。しかし，特商法の対象ではないと主張する業者が多く，またトラブルになった場合，業者と連絡が取れなくなるケースも多く，被害回復は困難です。

【トラブル回避のポイント】
　 ・自分で努力せずにお金が儲けられるなどという話は信じない
広告をクリックする人，商品を買ってくれる人を増やさなければ利益は得られません。ウェブサイトを作りさえすれば，あとは広告を掲載するだけで，自分は何もしなくても儲かる，というようなことはありません。「誰でも簡単に稼げる」などという，うまい話には乗らないことです。

・高額な費用が必要になる場合，契約するかどうか慎重に検討する
アフィリエイトの業者は多数あり，中には，ウェブサイトの作成や商品の卸・発送作業などを無料で行う業者もいます。ウェブサイト作成やノウハウ提供に高額な費用が必要だと言われた場合は，なぜそのような金額が必要なのかをよく考え，複数の業者のサービス内容などを比較し，慎重に検討しましょう。「必ず利益になる」，「高額な費用はすぐに回収できる」などという業者は，特に注意が必要です。
・契約前に仕組みについて十分に説明を受け，契約書類を確かめる
契約前に，利益が生じる仕組みなどについてきちんと説明を受け，契約内容を十分理解することが必要です。ブログ作成や検索サイト対策など，利益を上げるための努力が必要なことを契約前に告げられないケースがあります。パンフレットや事前に受け取る概要書面などをよく確認しましょう。
・自分の仕事の事業者的性質に注意する
アフィリエイトの契約者は，商品の広告や販売を行うという点で，特商法上の通信販売の広告表示などの規制を受ける可能性もあることにも留意し，契約するかどうかを慎重に検討しましょう。

　◆出会い系サイトのトラブル
芸能人〇〇のマネージャーという人物から「〇〇が精神的に参っている。話を聴いてもらいたい」とメールがあり，メールにあったＵＲＬをクリックすると，別のサイトに入った。有料のメール交換サイトだったが，「メール交換費用は払う」というのでクレジットカードでポイントを買ってメール交換をした。〇〇やマネージャーから頻繁にメールが届き「メールアドレスを渡す」というが，延々話を引き伸ばされ，結局教えてもらえなかった。不審に思い，返信をやめ，メールを無視していたが，クレジットカード会社から高額な利用料を請求された。







【アドバイス】
　芸能人や，そのマネージャーを名乗っていた人物は，いわゆるサクラである疑いがありますが，サイト業者は「有料のメール交換の場を提供しただけ」と主張して，サクラの存在を否定します。このため，消費者が騙されたと主張しても，サイト業者の主張とは平行線となってしまいます。

　【トラブル回避のポイント】
　　・インターネットで知り合ったメール交換の相手を簡単に信用しない
同情心や興味本位からメール交換等を始めたことが，トラブルのきっかけとなります。メールの相手方が実在するかどうかや，メール内容が本当かどうかという確認は困難です。
・サクラの存在を証明するのは困難
消費者がメールの交換等をすればするほどサイト業者が収入を得られる仕組みとなっていること，サイト業者自体がメール交換を続けるように促している事例もあることから，サイト事業者が「サクラ」を使っている疑いはあります。しかし，サクラを使っていると消費者が証明することは困難であり，お金を取り戻すことは難しいのが実情です。

　◆アダルトサイトのワンクリック請求
　　中3の娘がスマートフォンでアダルトサイトに登録された。誤操作の人はメール送信をするようなっていたので，メールを送ったらしい。『24時間以内に電話をかければ利用料金の未納情報を消去できるので，必ずサポートセンターへ電話をかけてください。追加料金なしで退会ができます。』とのメールが届き，電話をかけたが営業時間の夜10時を過ぎていたので繋がらなかった。今朝，サポートセンターから電話がかかってきて，30万円払ってもらうと言われて，こわくなって電話を切ったという。どうすればよいか。







間違ってアダルトサイトに登録してしまった。サイトのサポートダイヤルに電話したら，対応した男性から契約が成立していると言われた。支払い手段として，大手通販サイトの電子ギフト券を12万円分購入するよう言われたので，コンビニで買い，カードに記載された番号を業者に伝えた。今になって考えると支払う必要はなかったのではないかと思うが，どうしたらよいか。





　【アドバイス】
「入会が完了しました」などと表示されても，契約が成立していない場合が多いです。「電子消費者契約及び電子承諾通知に関する民法の特例に関する法律」では，消費者の錯誤によって契約した場合は，その契約の無効を主張できます。また，特商法で，業者はパソコン等の操作が契約の申込みとなることを消費者に分かりやすく表示しなければならず，また，申込内容の確認・訂正も簡単にできるようにしておく必要があるとされています。

　【トラブル回避のポイント】
・不用意にアクセスしない・クリックしない
アダルトサイトや出会い系サイトなどに興味本位でアクセスし，サイト内を安易にクリックすると，トラブルに巻き込まれやすくなります。特に，「はい」ボタンの周辺に有料である旨が表示されているような場合にクリックすると，「有料と表示してある」と請求されますので，不用意なアクセスやクリックは避けましょう。また，アダルトサイトだけでなく，占いサイト，アニメ，ゲームサイトなどからアダルトサイトに繋がり，トラブルに巻き込まれる事例もあります。
・あわてて業者に連絡しない
「誤って入会した方はコチラ」などと書いてあっても，電話やメールで業者へ連絡を取ることは，かえって氏名，住所などの個人情報を業者に知らせることになります。あわてて業者に連絡しないようにしましょう。

☆最近では，プリペイドカード（電子ギフト券など）での支払いを要求される場合もあります！
プリペイドカードは大きく分けて２種類あり，券面やカード本体に価値を記録するものと，サーバ上に価値を記録するものがあります。後者のタイプは，カードが手元になくても，カードに記載されている番号を入力するだけで商品を購入することができます。一度その番号を使われると価値はなくなるので，支払った代金を取り戻すことは大変困難となります。もし業者に番号を教えてしまったら，直ちに発行会社に連絡し，そのカードの番号が使われているかどうかを確認しましょう。


◆不当請求・架空請求
　スマートフォンに，調査会社から「無料期間中に退会処理がされていないので，料金が発生している。7日間以内に支払いがなければ，身辺調査を開始する」とのメールが届いた。



【アドバイス】
利用していなければ支払う必要はありません。無視しましょう。あまり頻繁にメールが届く場合は，アドレス変更なども検討しましょう。自分が気づかない間に，家族やスマートフォンを貸した友人などが使っていないか確認することも必要です。

【トラブル回避のポイント】
・あわてて相手に連絡しない 
相手に連絡すると，こちらの電話番号を知られてしまったり，メールアドレスが存在することを通知してしまうことになり，新たなトラブルになる可能性があります。自分から連絡するのは絶対やめましょう。
・支払い義務があるかどうか分からないときは相談を
支払い義務があるか分からないときは，信用できる人か消費生活センターに相談しましょう。消費生活センターに相談するときは，請求を受けたメールの画面や，現金を振り込んだ場合には振込票などの記録を残しておくとスムーズに話ができます。脅迫された場合や身辺に不安を感じる場合は警察にも相談しましょう。

　◆敷金返還トラブル
3年住んだ賃貸マンションを1週間前に退去した。入居時に敷金として家賃3か月分21万円を支払っていた。いつも掃除していたし，退去の時もきれいにしたのに，不動産業者から届いた見積もりには，ハウスクリーニング代，畳の表替え，ふすまの張り替えで8万円となっている。不動産業者に苦情を申し出たら，特約事項に記載されていると言われた。契約時には気付かなかった。払わないといけないか。






【アドバイス】
契約書に入居者の負担を定めた特約があった場合，その特約は原則有効です。しかし，以下のような場合には，無効となることがあります。
・特約の必要性があり，かつ，暴利的でないなどの客観的，合理的理由が存在すること
・借り主が特約によって，通常の原状回復義務を超えた修繕等の義務を負うことについて認識していること
・借り主が特約による義務負担の意思表示をしていること
この事例においては，通常の原状回復義務を超えて負担していることを認識しているかどうか分かりません。また，負担する意思も明確であったとは言えないことからも特約は無効とも考えられます。原状回復に関する特約は契約時に注意して読み，納得のいかない項目についてはその時点で申し出ましょう。なお，借り主の故意・過失や通常行うべき注意を怠ったことが原因で損耗したものについては，借り主が負担するのが原則です。 

【トラブル回避のポイント】
　・原状回復のガイドラインがあります
国土交通省では，「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」（H23.8再改訂版）を策定し，原状回復のトラブルの未然防止に役立っています。
国土交通省ホームページ
「原状回復をめぐるトラブルとガイドライン」
http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk3_000020.html 
　　・少額訴訟制度や調停も
敷金返還に関するトラブルは話し合いにより解決するのが良いのですが，それでもトラブルが解決しない場合は，少額訴訟（※）や民事調停制度の利用を検討してみるのも一つの方法です。 
　　　※少額訴訟の特徴 
　　　　①60万円以下の金銭の支払いをめぐるトラブルに限る
②原則として審理は1回。直ちに判決を言い渡す
③判決に対して不服がある場合，判決をした裁判所に異議申し立てをすることができる
④申立手数料は，訴訟額10万円毎に1,000円


◆特定継続的役務提供
　雑誌の広告を見て，エステティックサロンへ行った。10ｋｇ痩せられるというので契約したが，続けて通っていてもなかなか痩せない。｢もう，やめたい｣と申し出たが「がんばって続けましょう」と言うばかりで解約させてくれない。




「フリータイム制だから大丈夫」「100回コースの方がお得」と勧められて英会話教室の契約をした。ところが，予約はなかなか取れないし，転勤になって通えなくなったのでやめたい。



　【アドバイス】
　　エステティックサービスや英会話教室等は，サービスの内容は受けてみないと分かりません。また，　家庭の都合で通えなくなることもありますので，長期間で高額な契約(特に前払いのもの)は避けた　方が賢明です。
[bookmark: _GoBack]　　契約金額が5万円を超える「エステティックサービス」，「美容医療」，「語学教室」，「家庭教師」，「学習塾」，「パソコン教室」，「結婚相手紹介サービス」の7業種で一定期間を超えて継続する契約は，特商法で，｢特定継続的役務提供｣として指定されており，消費者が自ら営業所等に出向いて契約した場合でも，理由を問わず，クーリング・オフや中途解約ができることになっています。
　　ただし，中途解約の場合には，使用したサービスの料金に加えて，一定の解約手数料を支払うことになります。この解約手数料には上限が定められています。
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